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要       約

本系群の資源量について、コホート解析により計算した。本系群の資源量は 1995 年から

2000 年及び 2007 年と 2008 年に 200 千トン以上であったが、2008 年以降は減少傾向を示

した。2018 年における本系群の推定資源量は前年より 14 千トン減少し、88 千トンとなっ

た。また 2018 年の親魚量（48 千トン）は Blimit（91 千トン）を下回った。資源水準は親

魚量に基づいて低位とし、資源動向は、過去 5 年間（2014～2018 年）の資源量と親魚量の

推移から減少と判断した。2018 年の親魚量は Blimit を下回っているため、親魚量を 5 年後

に Blimit まで回復させることを目標とした F（Frec5yr）を管理目標として 2020 年の ABC
を算出した。本評価における ABC はシラスを含む日本の漁獲に対する値である。 

管理基準
Target/ 
Limit 

2020 年 ABC 
（千トン）

漁獲割合

（%） 
F 値 

（現状の F 値からの増減%） 

Frec5yr 

Target 20 43 
1.4 

（－54%） 

Limit 22 47 
1.8 

（－42%） 

Limit は、管理基準の下で許容される最大レベルの F 値による漁獲量である。Target は、資

源変動の可能性やデータ誤差に起因する評価の不確実性を考慮し、より安定的な資源の回

復が期待される漁獲量である。Ftarget = α Flimit とし、係数 α には標準値 0.8 を用いた。

ABC はシラスの漁獲量を含む。2018 年における親魚量は 48 千トン。Frec5yr は 5 年後に親

魚量を Blimit まで回復させる F 値。漁獲割合は 2020 年の漁獲量／資源量。F 値は各年齢に

対する値の算術平均。
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年
資源量

（千トン）

親魚量

（千トン）

漁獲量

（千トン）
F 値 

漁獲割合

（%） 

2015 128 61 66 2.55 52 
2016 103 66 56 2.71 54 
2017 102 56 55 3.90 54 
2018 88 48 47 3.05 53 
2019 71 44 38 3.05 54 
2020 46 29 － － －

ただし、F は各年齢に対する値の算術平均。漁獲量はシラスの漁獲量を含む。2019 年と

2020 年における資源量および親魚量は加入量を仮定して将来予測した値。 

水準：低位 動向：減少

本資源評価に使用したデータセットは以下のとおり

データセット 基礎情報、関係調査等

年齢別・年別漁獲尾数 漁業・養殖業生産統計年報（農林水産省）

主要港水揚量（新潟～鹿児島（14）府県） 
月別体長組成調査（水研、新潟～鹿児島（14）府県） 

資源量指数

・魚群量

・仔魚分布密度

・産卵量

魚群分布調査「計量魚探などを用いた浮魚類魚群量調査」

（8・9 月、水研） 
・計量魚群探知機、中層トロール

新規加入量調査「ニューストンネットを用いた新規加入量調査」

（4 月、水研） 
・ニューストンネット

新規加入量調査「中層トロールなどを用いた浮魚類魚群量調査」

（5・6 月、水研） 
・ニューストンネット

魚群分布調査「計量魚探などを用いた浮魚類魚群量調査」

（8・9 月、水研） 
・ニューストンネット（〜2016 年）

卵稚仔調査（周年、水研、青森～鹿児島（17）府県） 
・ノルパックネット

自然死亡係数（M） 年当たり 1.0 を仮定（大下・田中 2009） 

1．まえがき

我が国周辺水域の漁業資源評価では、日本周辺に分布するカタクチイワシを、太平洋系

群、瀬戸内海系群および対馬暖流系群に区分して資源評価を行っている。日本周辺におけ
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る本種の漁獲量は、マイワシとは対照的に 1990 年代に増加した。対馬暖流域においても、

漁獲量は 1990 年代後半にかけて増加したが、2001 年に急減し、その後は増減を繰り返し

ている。本種の漁獲量の変動幅はマイワシと比べて小さく、これは初回成熟までの期間が

短いことや、ほぼ周年にわたり産卵することなどが要因と考えられる。なお、韓国と中国

が自国の沿岸域で漁獲しているカタクチイワシについては対馬暖流系群とはみなさず、本

資源評価では考慮しなかった。

2．生態 

（1）分布・回遊

カタクチイワシは、日本海では日本・朝鮮半島・沿海州の沿岸域を中心に分布すると考

えられている（落合・田中 1986）。これに加えて、日本海の中央部や間宮海峡以南の北西

部においても本種の分布報告があることから（ベリャーエフ・シェルシェンコフ 未発表）、

日本海における本系群の分布域は沿岸域から沖合域まで広範囲に及ぶと考えられる。東シ

ナ海においても、本種は日本・朝鮮半島・中国の沿岸域を中心に、沖合域まで分布するこ

とが報告されている（図 1、Iversen et al. 1993、Ohshimo 1996）。日本海および東シナ海にお

ける日本漁船の主漁場は、日本海西部および九州北西岸の沿岸域であることから、カタク

チイワシ対馬暖流系群の資源評価では、これら沿岸域に分布するものを対象とする。日本

海および東シナ海におけるカタクチイワシの詳細な回遊様式は不明であり、沿岸・沖合間

での資源交流の実態を解明することは、本種の生態を理解するうえで重要である。

（2）年齢・成長

本系群の成長様式は、発生時期によって異なることが知られている。本評価では、耳石

に形成される日周輪の解析結果および体長組成の経月変化から、孵化した個体が半年後ま

でに被鱗体長で約 9 cm まで成長すると仮定した。体長組成の経月変化から、春季と秋季の

発生群について成長様式を求めたところ、次のような結果を得た（図 2、大下 2009）。 
春季発生群：𝐵𝐵𝐿𝐿𝑡𝑡 = 143.96�1 − exp�−0.15(𝑡𝑡 + 0.44)�� 
秋季発生群：𝐵𝐵𝐿𝐿𝑡𝑡 = 158.59�1 − exp�−0.09(𝑡𝑡 + 0.74)�� 

ただし、BLt は孵化から t ヶ月後における被鱗体長（mm）である。 
本種の寿命は 2 歳程度と考えられている。 

（3）成熟・産卵

本系群の産卵は、鹿児島県西岸から北海道西岸に亘る対馬暖流域全域において行われる。

産卵は能登半島以西の水域では冬季を除いてほぼ周年に亘り、能登半島以北では夏季を中

心とした温暖な時期に行われる（内田・道津 1958）。野外採集個体の卵巣の組織学的観察

から、鳥取県沿岸においては、体長 11.9 cm 以上のほとんどの個体が産卵可能であること

がわかっている（志村ほか 2008）。この結果と上述の成長式とを併せると、春季発生群の

ほとんどが翌年の産卵期までに産卵可能と推察される。一方、若狭湾では体長 8.5 cm の成

熟個体の報告例があることから（Funamoto et al. 2004）、本種は環境条件が合致した場合に

は 0 歳でも産卵可能と考えられるが、本評価では初回成熟年齢を満 1 歳と仮定した（図 3）。 
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（4）被捕食関係

カタクチイワシは、動植物プランクトンのうち主にカイアシ類を餌料とする（Tanaka et
al. 2006）。本種は多様な動物種の餌料となっており、仔稚魚期にはマアジ・マサバなどの

魚食性魚類や肉食性動物プランクトンに、未成魚・成魚期には魚食性魚類の他に、クジラ

やイルカなどの海産ほ乳類や海鳥類などにも捕食される。

3．漁業の状況 

（1）漁業の概要

本系群の成魚は、日本海北区（石川県から新潟県）では主に定置網により漁獲され、日

本海西区（福井県から山口県）では主に大中型まき網・中型まき網・定置網などにより漁

獲されている。また東シナ海区（福岡県から鹿児島県）では、主に中型まき網により漁獲

されている。なお、仔魚は主に熊本県や鹿児島県の沿岸域においてシラス漁業によって漁

獲されている。

（2）漁獲量の推移

漁獲量の集計にあたり、本系群の漁獲量を、漁業・養殖業生産統計年報における青森県

～鹿児島県の合計値から、東シナ海区に所属する漁船による太平洋海域における漁獲量（漁

獲成績報告書より集計）を差し引いた値とした（表 1、図 4）。また、漁業・養殖業生産統

計年報におけるシラスを全てカタクチイワシの仔魚とみなした。

本系群のシラスを除いた漁獲量は、1997 年を除いて 1996～2000 年には 100 千トンを超

えていたが、2001 年に急減し、2004 年には 61 千トンまで減少した。漁獲量はその後、2005
～2008 年にかけて 97 千トンまで増加したが、2009 年に減少し、それ以降 2015 年まで 48
千トンから 64 千トンの範囲で推移した。しかし、近年の漁獲量は 2016 年以降減少傾向に

あり、2018 年は 43 千トンと 1990 年以来の低水準であった。 
海区別にみると（表 1）、日本海北区の漁獲量は 1995 年に 9 千トンまで増加した後、1996・

2001・2005 年を除いて 5 千トン前後で変動していたが、2011～2013 年には 3 千トンを下回

った。漁獲量は 2014 年と 2015 年にそれぞれ 5 千トンと 3 千トンにまで回復したが、2016
年以降、1 千トン以下の低水準にある。 

日本海西区の漁獲量は、1991～1998 年にかけて 70 千トンまで増加したが、その後減少

し、2001 年以降は 20 千トン前後で推移した。漁獲量は 2012 年に 15 千トンに急減して以

降、減少傾向にある。2018 年の漁獲量は 4 千トンになり、1977 年以降では最低であった

（表 1）。 
東シナ海区の漁獲量は、1990～2000 年にかけて増加傾向にあり、2000 年には 65 千トン

に達し、他の 2 海区を上回るようになった。漁獲量はその後、2009 年（26 千トン）を除き

30 千～70 千トンの間で推移しているが、2016 年以降、緩やかな減少傾向にあり、2018 年

は 38 千トンであった（表 1）。 
対馬暖流域の沿岸域におけるシラスの漁獲量は、1977～1987 年にかけて 2 千～6 千トン

の間で増減したが、以後およそ 10 年間は 6 千トン前後で推移した（表 1）。漁獲量は 1999
年と 2000 年に 10 千トンを超えたが、2002 年には 5 千トン未満まで急減した。その後、漁

獲量は 2005 年前後に再び 10 千トン近くまで増加したが、2008 年以降、減少傾向にある。
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2018 年の漁獲量は 3.8 千トンであり、1986 年以来の低水準であった（表 1）。 
韓国は、韓国南岸および東岸においてカタクチイワシを漁獲している（韓国国立水産振

興院 2000）。多少の増減はみられるものの、韓国では 1995 年以降 2015 年まで、20 万トン

超の漁獲が続いていた（表 1、水産統計（韓国海洋水産部）、http://www.fips.go.kr:7001/index.jsp、
2018 年 3 月）。漁獲量は、2016 年に一旦 14 万トンまで落ち込んだものの、2017 年に回復

し、2018 年は 19 万トンだった。 
中国によるカタクチイワシの漁獲量は日本と韓国よりも多く、1993 年に 50 万トンを超

え、1996～2004 年には 100 万トン前後で推移した（FAO、Fishery and Aquaculture Statistics. 
Global capture production 1950–2016、http://www.fao.org/fishery/statistics/software/fishstatj/en、
2018 年 6 月）。中国による漁獲量はその後、2009 年まで一旦減少したが、以後再び増加し

始め、2015 年には 96 万トンに達した。しかし、2016 年は 82 万トン、データが利用可能な

直近年である 2017 年は 70 万トンと減少が続いた（表 1）。 
 
4．資源の状態 

（1）資源評価の方法 
シラスを含めた年別年齢別漁獲尾数に基づくコホート解析により、1977～2018 年の資源

量を推定した（補足資料 2）。なお、卵稚仔調査、浮魚類魚群量調査および新規加入量調査

（ニューストンネット）の結果は、系群全体の資源量をどのように反映しているか検討が

不十分なため、コホート解析における資源量指標値としては用いず、資源動向を判断する

ための参考値としての使用に留めた。 
 
（2）資源量指標値の推移 
日本海（3～6 月）と東シナ海（3・4 月）における産卵量の推移を図 5 に示す。産卵量は

1998～2000 年に多く、2001 年は少なかったものの、2004 年は合計 10,084 兆粒と 1979 年

以降の最高値を示した。2009 年以降は、産卵量は 789 兆～3,835 兆粒の間で推移している。

2018 年における産卵量は日本海では 849 兆粒であったのに対し、東シナ海では 69 兆粒と

少なく、両海域の合計値は前年の 89%に当たる 918 兆粒であった。 
計量魚探などを用いた浮魚類魚群量調査が夏季（8・9 月）に九州北西岸で行われている。

この調査から得られた計量魚群探知機による現存量指標値（Ohshimo 2004）および中層ト

ロールによる CPUE（漁獲尾数／有効網数）を図 6 に示す。現存量指標値は増減を繰り返

しながら推移しており、1997 年以降の最高値は 2007 年における 134.0（相対値）であった。

現存量指標値はその後急減し、2010～2012 年は 2.5～17.9 と低水準で推移した。2013 年

（85.7）と 2015 年（108.8）の値は高かったものの、2016 年以降の現存量指標値は低く、

2018 年は 15.2 であった。中層トロールによるカタクチイワシの CPUE は、1997～2001 年 
には 100 kg/網前後の値を示していた。2002 年以降には、例外的に高かった 2015 年（67.4 
kg/網）を除き、CPUE は 3.6～19.8 kg/網の範囲で変動している。2018 年に実施された調査

における CPUE も 9.6 kg/網と低かった。 
ニューストンネットを用いた新規加入量調査が東シナ海で春季（4 月）に行われている。

この調査におけるカタクチイワシ仔魚の CPUE の推移を図 7 に示した。CPUE は 2000～
2002 年には 26～138 尾/網の範囲にあったが、2003～2007 年には 385～765 尾/網まで急増
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した。CPUE の水準は 2008～2014 年に一旦低下し、262 尾/網未満の値が多くみられるよう

になった。CPUE は 2015 年には 1,622 尾/網まで急上昇した後、2016 年以降減少傾向にあ

り、2018 年は 762 億尾/網、2019 年は 252 尾/網だった。 
九州北西岸における中層トロールなどを用いた浮魚類魚群量調査（6 月）と、計量魚探

などを用いた浮魚類魚群量調査（8・9 月）において、ニューストンネットに入網した仔魚

の CPUE の推移を図 8 に示した。6 月の調査における CPUE は、2003 年（598 尾/網）、2005
年（815 尾/網）、2009～2011 年（475～928 尾/網）に特に高く、その他の年（2002～2017 年）

には 85～299 尾/網の間で変動した。しかし、2018 年に実施した調査における CPUE は 2002
年以降で最も低く、43 尾/網であった。8 月から 9 月にかけて実施した調査における CPUE
は 2009 年（208 尾/網）と 2014 年（214 尾/網）に特に高く、その他の年には 3.5～67 尾/網
の範囲で変動した。2017・2018 年には、本調査は実施されなかった。 
ニューストンネットを用いた加入量調査における主要魚種の採集個体数とそれに対応

する有効曳網数を補足資料 5 に示した。 
 
（3）漁獲物の年齢組成 
本系群の年齢別漁獲尾数の推移を図 9 と補足資料 6 に示した。本系群の漁獲尾数の 78～

95%は 0 歳魚によって占められ、その漁獲尾数は 5 倍程度の幅を緩やかに変動する。1977
年以降、0 歳魚の漁獲尾数は、1984 年の最小値（157 億尾）へ向かって減少したが、1980
年代後半まで緩やかに増加した。その後、1980 年代後半～1990 年代前半には 350 億尾以上

で安定的に推移したが、1999～2005 年には 300 億～700 億尾超の幅でやや大きく変動し、

2014 年の 245 億尾まで緩やかに減少した。2015 年以降、0 歳魚の漁獲尾数は 258 億～316
億尾の間で変動しており、2018 年においても全体の 89%（258 億尾）と大多数を占めてい

た。残りの 11%は 1 歳魚（33 億尾）が占め、2 歳魚（700 万尾）の割合は全体の 1%に満た

ず、2 歳魚の漁獲尾数は 1977 年以降で最も少なかった。 
 
（4）資源量と漁獲割合の推移 
コホート解析（補足資料 2）を用いて、本系群の資源尾数・漁獲係数（F）及び資源量・

親魚量・再生産成功率（RPS、加入量／親魚量）・漁獲割合（漁獲量／資源量）を推定した

（図 10、表 2、補足資料 6）。1977 年以降において、資源量は 1979 年に 74 千トンの最低値

を記録した後、増減を繰り返しながらも 1997 年まで緩やかに増加した。資源量は 1998 年

に 306 千トンの最大値を記録したが、2001 年には 130 千トンにまで急減した。資源量はそ

の後、2007 年の 247 千トンまで再び増加傾向を示したが、以後変動を繰り返しつつ減少傾

向にある。2018 年における資源量は前年の 102 千トンから減少し、88 千トンと 1979 年以

来の低水準と推定された。漁獲割合は、1977 年以降、継続的に 50%前後で推移しているが、

2011 年以降は 50%を超える年が続いている。2018 年の値は 53%だった。 
自然死亡係数（M）を 0.5、1.0（基準値）、1.5 と変化させた場合の資源量・親魚量・加入

量の推定値を図 11 に示した。資源量は、M を 0.5 に仮定した場合には基準値の 74%とな

り、M を 1.5 に仮定した場合には 139%となった。 
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（5）再生産関係

親魚量と加入量との関係を図 12 に示した。親魚量あたりの加入量は比較的安定してお

り、親魚量と加入量は正の相関（P<0.001）を示す。 

（6）Blimit の設定

RPS の上位 10%と加入量の上位 10%にそれぞれ相当する 2 直線の交点から、親魚量 91
千トン（2005 年における値）を Blimit（資源回復措置の要否の閾値）とした（図 12）。2018
年の親魚量は 48 千トンであり、Blimit を下回っている。 

（7）資源の水準・動向

資源水準の「低位」と「中位」の境界を Blimit と同一の親魚量 91 千トンとした（図 12）。
一方、「高位」と「中位」の境界は、親魚量の最小値から最大値までの増分の上位 1/3 であ

る 155 千トンとした。なお、同様の方法から算出される下位 1/3 は 100 千トンで、これは

Blimit に近い。2018 年における資源水準は、親魚量（48 千トン）が Blimit を下回っている

（図 12）ことから、低位と判断した。また資源動向は、過去 5 年（2014～2018 年）の資源

量（図 10）と親魚量（図 13）の推移から減少と判断した。 

（8）今後の加入量の見積もり

①再生産成功率の推移

親魚量と加入量の経年変化を図 13、表 2 に示した。親魚量は 1980 年代には 66 千トン前

後に留まっていたが、1991 年から 100 千トンを超え、その後 1998 年のピーク（210 千ト

ン）まで増加した。その後親魚量は、2002 年の 68 千トンへ減少した後、2007 年（180 千

トン）と 2008 年（166 千トン）に急激に増加し、以後漸減して 2018 年には 48 千トンまで

減少した。加入量も 1980 年代に低水準にあった点では親魚量と同様であったが、親魚量よ

りも 4 年ほど早く（1987 年）増加し始め、逆に 2 年遅く最大値をとった（2000 年、1,422
億尾）。加入量はその後、親魚量と同時に極小値（2002 年、696 億尾）を記録したが、親魚

量よりも 3 年早く（2004 年）急増し、1 年早く（2008 年）減少過程に入った。加入量は 2012
年以降、600 億尾前後で横ばい傾向にあるものの、1980 年代前半とほぼ同等の低水準に留

まっている。2018 年における加入量は前年から 10%減少し、561 億尾だった。

再生産成功率（RPS）の経年変化を図 14 に示した。RPS は 1987～1990 年に 1,000 尾/kg
超と高かったが、1998 年には 525 尾/kg へ減少し、その後増加に転じて 2004～2006 年には

1,200 尾/kg を超えた。その後、RPS は 2007 年に 700 尾/kg まで減少したが、2009 年以降は

変動しながらも増加傾向にある。2018 年の RPS は 1,169 尾/kg と 2006 年以来の高い水準で

あった。親魚量と RPS との間には負の相関（P <0.001）がみられる（図 15）。 

②資源と海洋環境

以上のように、本資源の資源動態は加入の増減に大きく影響される。その加入の増減と

海洋環境との関係についての具体的なプロセスは不明であるものの、本系群の加入は高水

温の年代に増加することが示唆されている。大下（2010）は、本系群の資源量変動を推定

するために、再生産関係にプロセス誤差項を組み込み、そのプロセス誤差の推移と海洋環
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境との関係を検討した。その結果、プロセス誤差項の推移と関係が深い海洋環境は、冬季

の日本海西部における 50 m 深水温であることが明らかになった。さらに、再生産関係にお

いて海洋環境を考慮したプロセス誤差項を導入することにより、加入量の予測精度はやや

改善した。

また、1977～2018 年における本系群の加入量と対馬暖流域における冬季（前年 12 月と

当年 1 月）の平均海面水温は、全体としては有意な正の相関が認められる（補足資料 4; 補
足図 4-1）。2007～2013 年にかけて、加入量は対馬暖流域の冬季海面水温とともに低下傾向

にあったが、2016 年以降に限れば、水温が上昇しているにも関わらず加入量は低迷してい

る（補足図 4-2）。 

③今後の加入量の仮定

今後の加入量を RPS と親魚量の積から算定した。この将来予測における RPS は、コホ

ート解析において不確実性が高くなる直近年（2018 年）を除く過去 10 年間（2008～2017
年）における中央値（820.5 尾/kg）とした。なお、加入量の上限を過去 10 年間（2008～2017
年）の最大値（834 億尾）と仮定した。この条件に基づく再生産関係を図 12 に示した。 

（9）生物学的管理基準（漁獲係数）と現状の漁獲圧の関係

F（各年齢の F の平均値）の経年変化を図 16 に示した。1970 年代末～1980 年代にかけ

て、F は 1.4～2.8 と比較的小さい幅で変動したが、1990 年代前半に連続的に 1.6 以下とな

った後、1.1～3.3 の幅で大きく変動するようになった。F は 2007 年に 1977 年以降におけ

る最低値（1.1）となってから上昇傾向にあり、2018 年には 3.05 となった。F と YPR およ

び%SPR の関係を図 17 に示した。2018 年の F（3.05）は Fmed（2.21）や F30%SPR（1.40）、
Fmax（0.92）、F0.1（0.66）よりも高い。 

資源量と漁獲係数（F）との間に明瞭な関係は見られない（図 18）。 

5．2020 年 ABCの算定 

（1）資源評価のまとめ

コホート解析によると 2018 年の親魚量は 48 千トンであり、これは再生産関係（図 12）
から求められる Blimit（親魚量 91 千トン）を下回っているため、2018 年における資源水準

を低位と判断した。また、過去 5 年（2014～2018 年）の資源量と親魚量の推移から資源動

向を減少と判断した。

（2）ABC の算定

本年の資源評価では、本系群の資源量と再生産関係が推定可能であること、また 2018 年

における親魚量が Blimit を下回っていることから、ABC 算定規則 1－1）－（2）を適用し

た。本評価では、親魚量を 5 年後（2025 年）に Blimit まで回復させることを目標とした

Frec5yr を管理目標とし、2020 年の ABC を算定した。 
ABC 算定に際し、2019 年における F は Fcurrent（2018 年における F、3.05）とし、係数

α には標準値 0.8 を用いた。2020 年 ABC（シラス含む）は以下の通り。 
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管理基準
Target/ 
Limit 

2020 年 ABC 
（千トン）

漁獲割合

（%） 
F 値 

（現状の F 値からの増減%） 

Frec5yr 

Target 20 43 
1.4 

（－54%） 

Limit 22 47 
1.8 

（－42%） 

Limit は、管理基準の下で許容される最大レベルの F 値による漁獲量である。Target は、

資源変動の可能性やデータ誤差に起因する評価の不確実性を考慮し、より安定的な資源の

回復が期待される漁獲量である。Ftarget = α Flimit とし、係数 α には標準値 0.8 を用いた。

ABC はシラスの漁獲量を含む。2018 年における親魚量は 48 千トン。Frec5yr は 5 年後に親

魚量を Blimit まで回復させる F 値。漁獲割合は 2020 年の漁獲量／資源量。F 値は各年齢に

対する値の算術平均。

（3）ABC の評価

本系群を Frec5yr、Fmed、Fcurrent の下で管理した場合における漁獲量・資源量・親魚量

の変化を下表および図 19 に示した。Fcurrent の下で管理した場合、資源量は 2019 年以降、

単調減少してしまうが、F を Fmed 未満に維持して管理した場合には、2021 年から増加が

期待される。2020 年の F 値を Fcurrent（3.05）から Frec5yr（1.77）まで引き下げた場合、

漁獲量は Fcurrent の場合に比べて 2020 年に 4 千トン減少するものの、2021 年以降にはそ

の減少分を上回る増加が期待される。

漁獲シナリオ

（管理基準）
F 値 

漁獲量（千トン）

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 

親魚量の回復

（Frec5yr） 

Target 1.41 47 38 20 30 45 69 95 99 

Limit 1.77 47 38 22 27 34 43 54 67 

親魚量の維持

（Fmed） 

Target 1.77 47 38 22 27 34 43 54 68 

Limit 2.21 47 38 23 23 23 23 23 23 

現状の

漁獲圧の維持

（Fcurrent） 

Target 2.44 47 38 24 21 19 17 15 13 

Limit 3.05 47 38 25 17 11 7 5 3 
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漁獲シナリオ

（管理基準）
F 値 

資源量（千トン）

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 

親魚量の回復

（Frec5yr） 

Target 1.41 88 71 46 71 107 161 213 222 

Limit 1.77 88 71 46 58 73 92 115 144 

親魚量の維持

（Fmed） 

Target 1.77 88 71 46 58 73 92 115 145 

Limit 2.21 88 71 46 46 46 46 46 46 

現状の

漁獲圧の維持

（Fcurrent） 

Target 2.44 88 71 46 41 36 32 29 25 

Limit 3.05 88 71 46 30 20 13 9 6 

親魚量（千トン）

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 

親魚量の回復

（Frec5yr） 

Target 1.41 48 44 29 45 67 102 154 162 

Limit 1.77 48 44 29 37 46 58 72 91 

親魚量の維持

（Fmed） 

Target 1.77 48 44 29 37 46 58 73 91 

Limit 2.21 48 44 29 29 29 29 29 29 

現状の

漁獲圧の維持

（Fcurrent） 

Target 2.44 48 44 29 26 23 20 18 16 

Limit 3.05 48 44 29 19 13 8 5 4 

Limit は、各漁獲シナリオの下で許容される最大レベルの F 値による漁獲量である。Target
は、資源変動の可能性やデータ誤差に起因する評価の不確実性を考慮し、各漁獲シナリオ

の下でより安定的な資源回復が期待される F 値による漁獲量である。Ftarget は Flimit に係

数 α を乗じた値とし、α の値は標準値 0.8 とした。 

（4）ABC の再評価

昨年度評価以降追加

されたデータセット
修正・更新された数値

2017 年漁獲量確定値 
2018 年漁獲量暫定値 
2018 年月別体長組成 

2017 年および 2018 年における年齢別漁獲尾数 
2017 年および 2018 年における年齢別体重 
再生産関係および%SPR 
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評価対象年 
（当初・再評価） 

管理 
基準 

F 値 
資源量 

（千トン） 
ABClimit 

（千トン） 
ABCtarget 
（千トン） 

漁獲量 
（千トン） 

（実際の F 値） 
2018 年 
（当初） 

Frec5yr 2.18 91 46 43  

2018 年 
（2018 年再評価） 

Frec5yr 2.14 98 49 46  

2018 年 
（2019 年再評価） 

Frec5yr 2.56 88 43 37 
47 

（3.05） 

2019 年 
（当初） 

Frec5yr 2.04 76 37 35  

2019 年 
（2019 年再評価） 

Frec5yr 1.93 71 34 31  

2018 年の ABC を再評価するにあたり、2017 年および 2018 年における漁獲量と年齢別

漁獲尾数を更新・追加した。再評価に用いた再生産成功率は本年度評価と同一と仮定し、

2023 年における親魚量を Blimit まで回復させ得る F を算定した。2018 年に実施された再

評価結果と比較すると、2018 年の漁獲が予測より振るわず、2018 年の資源量・親魚量が下

方修正された。この結果、親魚量を Blimit まで回復させるために漁獲圧を引き下げる必要

が生じ、ABClimit は 2018 年再評価時の 49 千トンから 43 千トンへ減少した。なお、各年

齢の F の平均値は 2019 年再評価の方が高いが、漁獲の大半を占める 0 歳魚の F は 2019 年

再評価の方が低くなっている。 
2019 年の ABC についても、利用可能データセットを更新・追加して再評価した。昨年

度評価結果と比較すると、2019 年の資源量はやや下方修正された。これは 2018 年の漁獲

が予測より振るわず、2018 年の資源量・親魚量が少し下方修正されたためである。この結

果、親魚量を Blimit まで回復させるために F を引き下げる必要が生じ、2019 年の ABClimit
は 2019 年評価時の 37 千トンから 34 千トンへ減少した。 
 
6．ABC 以外の管理方策の提言 

本系群の親魚量と加入量には正の相関が見られることから、資源を安定して利用するた

めには、親魚量を一定以上に保つことが有効と考えられる。本系群では、0 歳魚が漁獲物

の大半を占めるため、加入量が翌年および翌々年の親魚量に大きく影響する。最近 3 年間

のデータはやや逸脱しているものの（補足図 4-2）、本系群の加入量は、全体として対馬暖

流域の冬季表層水温と正の相関があることが経験的に明らかとなっている（補足図 4-1）。
このため、水温が平年よりも低い年には 0 歳魚を獲り控えるなど、低加入への対策が必要

と考えられる。 
対馬暖流域に分布するカタクチイワシは、中国と韓国によっても漁獲されているが、本

資源評価では、カタクチイワシ対馬暖流系群を「日本海北部・西部から九州西岸に分布し、

日本の漁船によって漁獲されている群」と定義しており、両国による漁獲量は考慮してい

ない。対馬暖流系群の資源量が 7 万～31 万トンと推定されているにも関わらず、それを上
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回る中国（5 万～122 万トン）と韓国（5 万～29 万トン）の漁獲量を考慮していない主な要

因は、両国の漁獲量を我が国のものと同等の精度で入手できないこと、また体長組成や成

長式・成熟年齢などの生物的情報が不明なまま漁獲量のみを資源評価に組み入れても、本

評価の精度が向上する保証がないこと、などである。ただし、黄海に分布するカタクチイ

ワシは、体型・体色・アニサキス科線虫の寄生頻度などが日本海西部や九州北西岸に分布

するものとは大きく異なり、対馬暖流系群とは別の系群と考えられるため、中国の漁獲量

の使用の有無が評価精度に与える影響はそれほど大きくないと想定される。一方、韓国が

漁獲している群については、その生物特性を日本周辺の群と比較検討した例がないため、

韓国船の漁場が日本船の漁場と地理的に近いことを考慮すれば、この群が対馬暖流系群と

同一の系群である可能性は否定できない。韓国による漁獲量を資源評価において考慮する

必要性を評価するためには、九州周辺海域に分布するカタクチイワシと韓国沿岸に分布す

る群との交流に関する生物学的・生態学的知見を蓄積する必要がある。
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補足資料 1 資源評価の流れ 

           

コホート解析 (具体的な方法は補足資料 2)
自然死亡係数は 1.0 を仮定

2019 年への前進計算 

 

2020 年への前進計算、2019 年の F は Fcurrent を仮定 

年齢別・年別漁獲尾数 

年齢別・年別資源尾数 

年齢別・年別漁獲係数 

2019 年の 1 歳魚以上の

年齢別資源尾数

2019 年の新規加入量の仮定（将来予測における

親魚量と 10 年間の RPS の中央値から算出） 

2020 年以降の年齢別・ 
年別資源尾数、親魚量

2020 年以降の新規加入量の仮定（将来予測にお

ける親魚量と 10 年間の RPS 中央値から算出） 

2020 年の ABC 
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補足資料 2 カタクチイワシの資源量の推定方法 

カタクチイワシは産卵期間が長いため、1 月 1 日に加齢するとした場合、例えば秋季発

生群は数ヶ月後に 1 歳となる。このことを考慮し、大下（2009）の成長様式を参考に体長

–年齢キーを月別海域別（東シナ海・日本海）に作成し、体長組成から年齢組成を得た。こ

れに加えて、体長–体重関係を用いて年齢別の体重組成を求め、漁獲重量で引き延ばすこと

によって年齢別年別漁獲尾数を推定した。以上の年齢別年別漁獲尾数をもとに Pope の近

似式からコホート解析を行い、資源量を推定した。なお、寿命は 3 年として計算した。計

算方法は次のとおりである。

最近年（2018）を除く 2017 年以前の 0、1 歳魚の年齢別年別資源尾数を次式 1 により計

算した。

( ) 





×+×= ++ 2

expexp ,1,1,
MCMNN yayaya

 （式 1） 

ここで、Na,y は y 年における a 歳魚の資源尾数、Ca,y は y 年における a 歳魚の漁獲尾数、

M は自然死亡係数（1.0）である。 
ただし、最高齢（2 歳）および最近年（2018 年）の各年齢の資源尾数は、漁獲係数 F を

用いた次式 2 により計算した。 

)exp(1
2

exp

,

,

,
ya

ya

ya F

MC
N

−−







×

=
（式 2） 

最近年（2018）を除き、0 歳魚と 1 歳魚の資源尾数を次式 3 により計算した。 
























×

−−=
ya

ya

ya N

MC
F

,

,

,
2

exp
1ln

（式 3） 

2 歳魚の F は、1 歳魚の F と同一とした。また、最近年の 0 歳魚と 1 歳魚の F は、過去

3 年間（2015 年から 2017 年）の同一年齢魚の F の平均値とし、式 1 を用いて資源尾数を

計算した。最近年の 2 歳魚の F は 1 歳魚と同一とした。 
2019 年以降の将来予測においては、前進法に基づく次式 4 を用いて 1 歳魚と 2 歳魚の資

源尾数を推定した。

( )MFNN yayaya −−=++ ,,1,1 exp
（式 4） 

ただし、将来予測における 0 歳魚の資源尾数は、各年の親魚量と再生産成功率の積とし

た。

次式 5 を用いて 2019 年以降の年齢別漁獲尾数を推定した。 

( )( ) 





−×−−=

2
expexp1 ,,,

MFNC yayaya
 （式 5） 
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って係数 α を乗じた値（0.8Frec5yr）の下での漁獲量を試算した。なお、加入量は直近年

（2018 年）を除く近年 10 年間の RPS の中央値（306 尾/kg: 本試算による値）と親魚量と

の積とし、加入量の上限は近年 10 年間の最大値（275 億尾: 本試算による値）とした。シ

ラス漁獲量を除外した場合の 2020 年の算定漁獲量を下表に示す。

管理基準
Target/ 
Limit 

2020 年 
算定漁獲量

（千トン）

漁獲割合

（%） 
F 値 

（Fcurrent からの増減%） 

Frec5yr 
Target 20 22 0.59 

(－76%) 

Limit 23 26 0.74 
(－70%) 

0 歳魚の M が高い場合（M0=2.7）、加入量と再生産成功率それぞれの上位 10%を示す 2 直

線の交点を目安として、Blimit を 2005 年の親魚量（91 千トン: 本試算による値）とすると、

2018 年の親魚量（48 千トン: 本試算による値）はこの値を下回っている。したがって、5
年後（2025 年）に資源を Blimit まで回復させる F（Frec5yr）及び、より確実な回復をねら

って係数 α を乗じた値（0.8Frec5yr）の下での漁獲量を試算した。なお、加入量は直近年

（2018 年）を除く近年 10 年間の RPS の中央値（2,624 尾/kg: 本試算による値）と親魚量

との積とし、加入量の上限は近年 10 年間の最大値（2,503 億尾: 本試算による値）とした。

0 歳魚の M が高い場合の 2020 年の算定漁獲量（シラスを含む）を下表に示す。 

管理基準
Target/ 
Limit 

2020 年 
算定漁獲量

（千トン）

漁獲割合

（%） 
F 値 

（Fcurrent からの増減%） 

Frec5yr 
Target 17 20 0.96 

(－66%) 

Limit 19 22 1.21 
(－58%) 
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